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〇一般会計・特別会計

（単位：千円）

補正号数 補正前の額 補正額 計
（補正後の額）

１号 35,410,000 314 35,410,314

１号 61,879 314 62,193

会　計　別　補　正　額　一　覧　表

会計名

　市営住宅管理事業特別会計

　一般会計　
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一般会計の補正

●歳入

課名 区分 補正前の額 補正額 計
（補正後の額）

財政課 財政調整基金繰入金 繰入金 増額 2,086,000 314 2,086,314

314

●歳出

課名 区分 補正前の額 補正額 計
（補正後の額）

財政課 市営住宅管理事業特別会計繰出金 繰出金 増額 25,748 314 26,062

314

合　　　　　計

事業名称等

（単位：千円）

科目名称等

合　　　　　計

（単位：千円）
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特別会計の補正

市営住宅管理事業特別会計

●歳入

課名 区分 補正前の額 補正額
計

（補正後の額）

人権推進課 一般会計繰入金 繰入金 増額 25,748 314 26,062

314

●歳出

課名 区分 補正前の額 補正額
計

（補正後の額）

人権推進課 繰上充用金 補償、補填
及び賠償金 増額 0 314 314

314

（単位：千円）

合　　　　　計

合　　　　　計

（単位：千円）

科目名称等

科目名称等
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目標Ⅶ　交流と連携により成長するまち

施策Ⅶ－２　お互いの人権を認め合うまちをつくります

課　名 区分
実施
計画

総合
戦略 事　　業　　名　　称 予算額 ページ

人 権 推 進 課 増額 市営住宅管理事業 314 5

令和７年第１回臨時会補正主要施策一覧表（施策体系別）

（単位：千円）
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【 補正第１号 】 

会計名 市営住宅管理事業特別会計 主管課 市民生活部 人権推進課 

款   増 額 

項   
7 年度 

補正予算額 
314 千円 

目   
7 年度 

当初予算額 
61,879 千円 

事業名  市営住宅管理事業 
6 年度 

最終予算額 
52,301 千円 

総 合 計 画 施 策 体 系 

基本目標 Ⅶ 交流と連携により成長するまち ☐ 実施計画 
 

 

施  策 ２ お互いの人権を認め合うまちをつくります 
 

☐ 総合戦略 
 

展開方向 ① 人権  

 財   源   内   訳 (単位：千円) 

国庫支出金 県支出金 分担金・負担金 使用料・手数料 地方債 その他 一般財源 

     314  

事 業 目 的 

 歴史的かつ社会的な理由により、生活環境等の安定及び向上が阻害されている地域

に居住している人のために、改良住宅及び共同施設を維持管理する。 

 

 

事 業 内 容 

（増額分） 

１ 事業概要 

 ⑴ 令和６年度決算の収支不足が見込まれるため、地方自治法施行令第１６６条の

２の規定に基づき、令和７年度の歳入を繰り上げて不足分に充用する。 

 ⑵ 繰上充用については、会計年度が経過した後、すなわち、翌年度の４月１日か

ら出納閉鎖期である５月３１日までの間に行うのが原則とされており、それまで

に繰上充用金の予算措置が必要となる。 

２ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

補填金 繰上充用金 314 千円 

 

   

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 効 果 

（増額分） 

 令和６年度決算の収支不足見込額に対し、令和７年度の歳入を繰り上げて充用する

ことにより、市営住宅管理事業の適切な運営を図ることができる。 
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